
円

消費税相当額 円

工　　事　　仕　　様　　書
第 　 号

工 事 名

令和 7 年度

ク リ ー ン セ ン タ ー な ん と う 洗 車 場 整 備 工 事

施 工 地 名 南伊勢町　東宮　地内
令和　　年　　月　　日

技師 係

調査

契約の日から90日間 長

 南伊勢町

工 費 金 円也
工事価格

工 種

 環境生活課長　里中　重信　 印 

設計 令和　　年　　月　　日

工　　事　　の　　大　　要 起　　工　　の　　理　　由

　

　　洗車場整備工事　1.0式
　
　　（1）処理槽設置工事

巾 設計 検算工 期



工種　種別 規格・仕様 単位 数量 単　価 金　額 適用

処理槽設置工事

　1.本体仮設工 式 1.0 明細書（1）

　2.本体土工 式 1.0 明細書（2）

　3.本体設置工 式 1.0 明細書（3）

　4.本体基礎工 式 1.0 明細書（4）

　5.本体上部工 式 1.0 明細書（5）

　6.管布設工 式 1.0 明細書（6）

　7.構造物撤去工 式 1.0 明細書（7）

　8.舗装復旧工 式 1.0 明細書（8）

　共通仮設費 式 1.0

　現場管理費 式 1.0

　一般管理費等 式 1.0

　工事価格 千円止め

　消費税相当額 ％ 10

　工事費計

工事内訳書
費目

直接工事費

小計



工種　種別 規格・仕様 単位 数量 単　価 金　額 適用

水盛遣方 2,100＊2,700 ㎡ 5.7

墨出し ㎡ 5.7

アルミ支保　設置・撤去 2,700＋3,300 ｍ 6.0

アルミ矢板　設置・撤去 H＝2,500　36枚 ｍ 6.0

アルミ矢板賃料 10日間 式 1.0

アルミ支保賃料 10日間 式 1.0

合計　

明細書（1）
費目

1.本体仮設工

計



工種　種別 規格・仕様 単位 数量 単　価 金　額 適用

床掘り ㎥ 19.3

埋戻し ㎥ 12.8

土砂等運搬 ㎥ 19.3

砂 埋戻し用 ㎥ 12.8

小計　

2.本体土工

計

明細書（2）
費目



工種　種別 規格・仕様 単位 数量 単　価 金　額 適用

処理槽 10人槽　20ｔ耐圧　蓋版T-25駐車場タイプ 基 1.0

設置作業費 式 1.0

明細書（3）
費目

3.本体設置工

小計　

計



工種　種別 規格・仕様 単位 数量 単　価 金　額 適用

基礎砕石 RC-40　ｔ＝100㎜ ㎡ 6.7

均しコンクリート 18-8-25BB　ｔ＝50㎜ ㎥ 0.3

型枠 ㎡ 0.5

基礎コンクリート 21-8-25BB　ｔ＝200㎜ ㎥ 1.6

型枠 ㎡ 1.9

円形型枠 Φ250ボイド 本 4.0

鉄筋　　※基礎・上部・柱含む SD295A　D10 ㎏ 61.0

鉄筋　　※基礎・上部・柱含む SD295A　D13 ㎏ 338.0

鉄筋加工・取付施工費 式 1.0

運搬費 式 1.0

小計　

計

明細書（4）
費目

4.本体基礎工



工種　種別 規格・仕様 単位 数量 単　価 金　額 適用

※鉄筋は基礎工にて計上

基礎砕石 ㎡ 6.7

上部コンクリート ㎥ 1.0

型枠 ㎡ 1.9

金ゴテ仕上げ ㎡ 5.7

小計　

明細書（5）
費目

5.本体上部工

計



工種　種別 規格・仕様 単位 数量 単　価 金　額 適用

床掘り ㎥ 5.4

埋戻し 現場発生土 ㎥ 2.2

埋戻し 保護砂 ㎥ 2.6

土砂等運搬 ㎥ 3.4

ＶＵ-１００ ｍ 17.0

Ｍ-９０Ｌ左 90度ﾏｶﾞﾘ　100-150 個 2.0

Ｃ-ＡＩ 汚水蓋　ﾗｲﾄ　150 個 2.0

アジャスター 400＊300H 個 1.0

アジャスター 400＊150H 個 1.0

レジコン（文字なし） 400 個 1.0

配管作業費 式 1.0

小計　

明細書（6）
費目

6.管布設工

計



工種　種別 規格・仕様 単位 数量 単　価 金　額 適用

舗装版切断 ｍ 47.6

舗装版破砕 ㎡ 23.4

殻運搬 ㎥ 0.9

殻処分 ㎥ 0.9

小計　

明細書（7）
費目

7.構造物撤去工

計



工種　種別 規格・仕様 単位 数量 単　価 金　額 適用

路盤 M-30　ｔ＝7㎝ ㎡ 23.4

表層 再生密粒度アスコン13　ｔ＝4㎝ ㎡ 23.4

小計　

明細書（8）
費目

8.舗装復旧工

計



  

暴力団等不当介入に関する特記仕様書 

 

 
１ 契約の解除 

南伊勢町の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱第３条及び第４条の規定による措置を受

けたときは、当該契約の解除ができるような措置を講ずることがある。 

 

２ 通報義務 

暴力団等による不当介入を受けた場合、次の義務を負うものとする。 
 ⑴ 受注者は暴力団等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否し、不当介入があっ

た時点で速やかに所轄の警察署に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。 
 ⑵ ⑴により所轄の警察署に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかに

発注者に報告すること。発注者への報告は必ず文書で行うこと。 
 ⑶ 受注者は暴力団等により不当介入を受けたことから工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合

は、発注者と協議を行うこと。 
 
３ 暴力団等による不当介入に対する通報義務の実効性を確保するため、以下の措置を講ずることが

ある。 
 ⑴ 指名停止又は文書注意 
   暴力団等による不当介入を受けた受注者が所轄の警察への通報等及び町長への報告を怠った場

合は、指名停止又は文書注意を行う。 
 ⑵ 暴力団等による不当介入を受けた場合において、警察への通報又は町長への報告を怠った旨の

公表をする。 
 ⑶ 優良工事施工団体表彰の表彰日までに⑴による指名停止又は文書注意を受けた者については、

町の推薦基準に基づき、表彰対象から除外するものとする。 
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